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1．はじめに

本小論の課題は、開発経済学について若干の鳥瞰を試み、その学説史的位置付
けを古典派、新古典派の学説との対比に於いて明らかにすることにある。古典派、
新古典派の流れを汲む、所謂、主流派経済学の系譜は、その源流である重商主義、
或いは重農主義に迄遡れば、16世紀から今日迄の長い歴史を辿ることになる。一
方、開発経済学は第二次世界大戦以後、開発途上国の経済発展、貧困緩和に資す
る学術分野としてその幕を開き、主流派経済学とは異なる系譜を紡いできた比較
的新しい経済学である。開発経済学が分析の対象とするのは、所謂、開発途上国
である1）2）3）。開発途上国と先進国との経済格差是正をめぐる問題は、1960年の O．
フランクスによって南北問題4）と称され、それ以降、UNCTAD（1961年設立）、
UNIDO（1967年設立）、UNDP（1965年設立）らの国際機関が、開発途上国支援
の目的のもとに次々と機能し始めた。こうした国際協力の潮流に加え、開発経済
学が開発途上国の実情に即した独自の分析理論として勃興を見る一つの契機は、
開発途上国の経済パフォーマンスが、先進国に比して著しく異なるとの認識が持
たれるようになったこと、そして、新古典派経済学をはじめとする主流派経済学
が採用する経済分析の諸前提条件が、開発途上国の社会的、制度的、構造的諸状
況と大きく乖離しているとの認識が敷衍されたことにあった。こうした認識を前
面に打ち出した経済学者の一人に、国連ラテンアメリカ経済員会（ECLA）の R．
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プレビッシュ5）6）が居る。プレビッシュは、開発途上国は先進国と大きく異なる固
有の社会・制度・歴史的諸状況を構造的に包含しており、それゆえに主流派の経
済分析が前提する諸条件が機械的に適用されるべきではないとの認識に立って、
代替する経済分析フレームワークを提示した。開発途上国一般の分析フレーム
ワークの構築に際して、プレビッシュはラテンアメリカ諸国を分析と実際の施策
の適用対象として取り上げた。その中で、プレビッシュはラテンアメリカ諸国固
有の実情に拠りながらも、開発途上国一般にも敷衍し得る経済発展の阻害要因に
ついて、これを国内的制約と対外的制約とに分けて論じている。対外的制約要因
については、中心国との貿易を介した周辺国の交易条件の趨勢的悪化傾向であり、
周辺国側にとっての自由貿易の便益を否定する、所謂、輸出ペシミズム論である。
他方、国内的制約は開発途上国に内在する制度的観点から見た経済発展の阻害要
因である。プレビッシュはそれらを、高い人口増加率に依る過剰人口の存在、貯
蓄不足とそれゆえの資本蓄積の停滞、低い農業生産性、教育の普及の阻害、外資
が持つ技術の国内伝搬の阻害、行政機構の非能率性と硬直性などとして列挙して
いる7）。

プレビッシュが提示した国内的制約は、開発途上国の経済環境が多くの意味で
硬直的な社会的制度的制約を伴うことを示しており、かつ当該諸制約は構造的性
格を有しており、除去することが容易ならざるものであることを含意している。
その意味では新古典派経済学を始めとする主流派経済学が前提としている、市場
の価格・需給調整メカニズム、価格弾力的でありかつ所得弾力的な需要構造、労
働市場における完全雇用などは、プレビッシュの国内的制約に照らした開発途上
国の経済実態からは、大きく隔っていると言える。

小論は、プレビッシュを始めとする開発経済学論者の多彩な学術論的系譜を辿
ることを通じて、開発経済学という学術分野の姿を多少なりとも鳥瞰することを
意図している。鳥瞰に際しては、開発経済学が対峙し、対極に位置する主流派経
済学（古典派、新古典派、或いは新自由主義）の思想、方法論を論ずる中で、開
発経済学が主流派経済学に対して提示したアンチテーゼを明らかにしていく流れ
を採ることとする。以下に、先ずは主流派経済学及び主流派経済学に至る経済学
の古典的源流に遡って学説系譜を概観する。
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2．主流派経済学に至る諸学説系譜の概観

（1）重商主義
経済学は、その源流を辿れば16世紀の重商主義（Mercantilism、Mercantile

System）にまで遡る。重商主義については、これまでに膨大な研究成果が蓄積
されてきているところであり、ここで詳細に述べるまでもないが、改めて学説史
的位置付けと政策的含意に係る梗概について簡単に触れてみたい。重商主義は近
代経済学史の最初の段階に位置する経済思想的潮流と言えるが、その概念、時期
的区分は研究者の間でも一定していない。重商主義は他の経済学説とは異なり、
ある明確な思想のもとに結集した学術的研究者、或は学派が提唱した学説とは異
なり、研究者、政治家、実業家といった種々の主体が述べた思想的潮流とでもい
うものである8）。そもそも重商主義という呼称自体、当時の思想家が自らをそう
呼んだことはなく、例えばイギリス重商主義（Mercantilism、Mercantile System）
については、後年において重農主義者と、『国富論』の中での A．スミスが命名
したとされるのが通説である9）。また、フランスとドイツにおける重商主義は、
それぞれコルベール主義（Colberitism）、及び官房学（Cameralism）と称されて
いる10）。これらのうち、ここでは、のちの A．スミスら古典派経済学の系譜との
関連性の強いイギリス重商主義について概観する。イギリス重商主義が隆盛を誇
る十七世紀に先立ち、十六世紀は大航海時代を迎え、スペイン、ポルトガルが海
洋覇権を掌握し、植民地に於いて積極的な鉱山開発が行われ、その結果発掘され
た大量の金・銀がスペイン国内を経て欧州全域に持ち込まれた。その結果、欧州
全域での銀価格の下落と激しい物価騰貴、所謂、価格革命11）が引き起こされたが、
この時期以降、金、銀そのものを国富と見なし、国内に蓄蔵することを国富増大
政策とみなす、所謂、重金主義（Bullionism）政策がスペインを中心に勃興した。
その後、十六世紀後半から十七世紀初頭にかけて、イギリスは、大国スペインを
軍事的にも経済的にも凌駕し、農業生産の集約化と毛織物を中心とする輸出産業
を発展させ、海外進出の開始時期を迎える。特に、1600年に創設された東インド
会社を始めとする特権的商業資本が、絶対王政下のイギリス政府（十六世紀後半
から十七世紀初期にかけてのチューダー王朝のエリザベス一世）によって手厚く
保護されると同時に、貿易利益を以って国家的富の蓄財に貢献していた時代であ
る。イギリス重商主義は、思想と政策的含意の発展度合いに応じて、初期重商主
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義と後期重商主義の二つに分けて論じられる12）13）。初期重商主義が個別取引毎の
貨幣の流出入差額を監視・規制する取引均衡制度14）、あるいは取引差額主義15）と
呼ばれるのに対して、一国総体としての輸出総額と輸入総額の差額に注目する、
一般的貿易差額主義16）を後期重商主義と称する見解がある。前者は、金・銀の国
内への蓄蔵が国富の増進と等価であるとの考えから、金・銀の獲得を貪欲に推し
進め、その国外への流出を徹底的に規制する強力な国家的貿易干渉政策に係る思
想、及び当該思想に基礎を置く貿易政策体系17）であるのに対し、後者は金・銀の
蓄増は即ち国富の蓄蔵であるとの認識は前者から引き継ぎつつも、それらの国内
への蓄蔵の方途として一国の総輸出入バランスの黒字化誘導を政策目標とする、
所謂、一般的貿易差額主義を提唱した18）。重商主義論者には、初期重商主義者の
一人として G．マリーンズ19）、主な後期重商主義者に T．マン20）、C．ダヴェナント21）、
E．ミッセルデン22）が挙げられる。金・銀の輸出規制を提唱した個別取引差額主義
者のマリーンズ23）24）に対して、東インド会社の役員であったマン25）26）、及び同じく
後期重商主義者のミッセルデンとが、1620年代に激しい論争を挑んだ結果、一般
的貿易差額主義27）を奉ずるマン側の説が後継の後期重商主義への展開28）を準備し
たとする学説史的経緯は、広く知られるところである。その後、十七世紀中盤に
後期重商主義思想に一つの転機を与えたのが W．ペティ29）30）31）である。ペティが活
躍した時代のイギリスは、その前史における重商主義的隆盛の時代から一転して
危機的状況に陥った時代であった。即ち、この時期のイギリスは対外的にはオラ
ンダとフランスに対する苛烈な敵対関係にありながら、国内では1642年の清教徒
革命、1649年の国王（ジェームス一世）と議会（クロムウェル）との内戦、共和
制（Commonwealth）確立、1660年の王政復古（チャールズ二世）と1688年の名
誉革命、そして1665年のペストの大流行による人口の激減32）という目まぐるしい
激動のときを通じ、十八世紀の産業革命への基礎的社会経済環境を形成した時期
と言える。このような社会経済環境下で、W．ペティは国運の前途についての悲
観論が蔓延していたイギリスにあって、前途の有望たることを説得的かつ定量的
に論証しようとした。33）34）35）36）37）38）。

（2）重商主義から古典派に至るまでの諸学説の系譜
重商主義は、貿易利益の最たる裨益者に国家を据え、国家の富の源泉を貨幣・

金・銀に求め、その実現のために厳格な規制を敷き、あるいは初期にあっては特
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権的商業資本、後期にあっては初期産業資本に対する産業保護政策の理論的支柱
であった。こうした極端な国家統制主義的貿易政策に対して、自由貿易を提唱す
る経済理論が狼煙をあげることとなる。ここでは、それらのうち、のちの古典派
総帥の一人である A．スミスの学説へ強い影響を及ぼした経済学者の中で、まず、
B．マンデヴィル39）を上げる。B．マンデヴィルは、17世紀後半（1670年～）にオ
ランダで生まれ、のちにイギリスに渡った思想家で、重商主義的とも取れる主張
を残しながらも40）、特異な思想家として歴史に名を留めている。その主著、「蜂
の寓話－私悪すなわち公益－」において、当時の道徳観に照らして悪徳と見なさ
れた私利私欲の追求こそが市民社会を経済的に支えており、私欲の追求は経済活
動において自由放任であるべきとして41）、貿易を厳格に規制した国家統制主義的
重商主義を批判する立場から自由放任主義（レッセフェール）を提唱した42）。マ
ンデヴィルの思想に見られる功利主義的個人主義原理に立脚した予定調和的経済
秩序は、A．スミスの『国富論』と『道徳感情（情操）論』に示された「見えざ
る手」につながる経済思想を提示していたとも言える43）。18世紀後半には、別の
観点から重商主義を批判する立場に立つ D．ヒューム44）45）が登場する。ヒュームは、
専制的な国家的干渉下にある重商主義に代わる経済システムとして、物事のより
自然な通常の道筋（natural and usual course of things）に沿った経済システム46）

を提唱する。その上で、重商主義下で蓄積の対象となり、富そのものとみなされ
た貨幣についてヒュームはその価値を完全に否定し、貨幣を経済取引上の道具と
みなした。また、ヒュームは貨幣数量説と正貨流出入メカニズムに拠って、重商
主義で提唱された貿易差額の制御は不可能であることを提唱した47）。このように、
ヒュームは貨幣ヴェール観と正貨流出入の自動調節メカニズム48）49）に立脚しなが
ら、各国内の正貨配分は市場メカニズムにより自然法則的に決定される事を論じ
て、重商主義的な政府の人為的干渉政策が効力を持たない事を示しつつ、自由貿
易を提唱した50）。さらに、重商主義を批判する観点から、重農主義（physiocracy）51）

が勃興した。重農主義が勃興したフランスでは、18世紀後半のルイ15世治世下で
の戦争による莫大な国費の浪費と、王権による過度の奢侈・贅沢によって、経済・
社会が極度に疲弊していた。重農主義者らの主張で共通している点は、富の唯一
の源泉を農業余剰と見なす立場から農業生産を最大限重視した点、自然法を侵害
し貨幣と富を混同した重商主義経済政策を強く批判した点、経済政策を自然法に
即した神の摂理と見なし、自然的秩序に従い、自由な競争・機会均等の保障・自
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由な交換が実現されることによって個人間の利害は自然に調和し従って最大の利
益がもたらされ、政治的正義が実現されると考えた点にある。その中で、F．ケ
ネー52）はルイ14世の治世下に於いて、コルベールが敷いていた絶対王政的重商主
義に強く反発し、国内産業政策に関して、自然的秩序以外の統制が加えられては
ならないとし、売り手と買い手は何者にも束縛されることなく自己の利益獲得に
のみ注意を払うことによって、個々人の利益は公の利益に完全に一致するものと
して、その主著である「経済表」の中で、経済政策に於けるレッセフェール（自
由放任）を強く主張した53）。重農主義者が提唱したレッセフェールに関する思想
は、のちに A．スミスの思想に大きな影響を与えることとなる。なお、スミス以
前にも上に述べた学者の他に、多数の先駆者が存在する54）55）56）57）。

（3）古典派経済学
自由貿易論に於ける A．スミスに先立つ先駆者の数多くの学説の上に立って、

スミスは1776年に『国富論』58）を著し、資本主義工場生産と分業について論じる
とともに、『道徳感情（情操）論』59）を著して経済学と自然法の融合について述
べている。これについては既に膨大に蓄積された既往の研究成果の中で述べられ
ているように、スミスは『国富論』の中で個々人が利己心と自己愛の本性に応じ
て経済活動を行うことは、おのずから公益の実現に資することを述べている。但
し、スミスの言う利己心とは、無制約的な利己主義とは異なり、『道徳感情（情
操）論』で述べられているように、「公平な観察者」を介在させ行為者と観察者
双方が歩み寄り、両者の感情の一致と両者の動機の了解による「同感」を獲得し
合うことを通じて制御された利己心であるとされる60）61）。このような、行為者と
「公平な観察者」との「同感」に基づいて鼎立される「制御された」利己心の本
性に基づく行為は、個々人の意図とは独立に社会全体の国富増大と幸福をもたら
すという思想を、スミスは「見えざる手」によって表現した。スミスはこの「見
えざる手」によって公益がもたらされる経済活動は、「自然価格」に基づくこと
を主張する。「自然価格」とは賃金、利潤、地代の各々の「通常で平均的な水準」
であるところの「自然率」を実現させる価格であり、日々の市場によって実現さ
れる市場価格はこの「自然価格」に絶えず引き寄せられ、収斂するものであると
される62）63）64）65）。スミスにあっては、経済活動は自然的秩序に従った均衡を常態と
する自然法的世界観によって説明される。その後、J．B．セイ66）67）、D．リカード68）69）70）、
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T．R．マルサス71）72）73）、J．S．ミル74）、が続き、所謂、古典派経済学75）が築かれた。
古典派経済学に於いては、経済社会は「資本家階級」「労働者階級」「地主階級」
の3つの階級について分析がなされ、労働価値説が経済分析の中核を占めた。例
えばイギリスの穀物法論争に於いてマルサスと争ったリカードにあっては、イギ
リスの工業化とそのための資本家階級の擁護が喫緊の課題であるとの主張が、他
方、マルサスにあっては動態的比較優位構造を踏まえ、イギリスにおける工業化
と並行して農業振興の重要性を訴え、地主階級の権利擁護を主張した。加えて、
セイの販路法則に典型的に見られるように、貨幣は生産物の交換を媒介する道具
としての機能をのみ具備されたものであり、従って貨幣そのものに対する需要は
存在せず、貨幣の多寡が所得水準を決定する何らの機能も持たないという、所謂、
貨幣と実物経済の二分法、貨幣ヴェール観が経済分析の支配的前提とされていた。
貨幣数量説に表わされる古典派の貨幣観は、D．ヒューム以来、重商主義的貨幣
観とは大きく異なったものとなっている。また、古典派に於ける経済思想の根幹
にあるものが、A．スミスが前提していたように、自然法思想に依拠した予定調
和の均衡的経済原則である。古典派にあっては、個人の私的利益の追求が必然的
に社会的利益に結合されるとの前提に立って、市場の経済的機能がそれ自体で一
定の社会秩序を生み出すとのア・プリオリな了解、即ち自然法的秩序観に立脚し
たものであった76）。従って、古典派の世界にあっては労働需給のミスマッチに伴
う一般的失業は理論構成上の前提の上から排除されており、財市場における超過
需要・超過供給のもとでは、市場が機能することで価格が伸縮的に均衡価格に収
斂する。その結果恒常的不均衡は観察され得ず、均衡が経済の常態として保持さ
れるものと考えられていた。このような財・サービス市場における均衡の成立を
常態とみなす、予定調和的世界観はその後、新古典派経済学にも継承され、より
極端にかつ先鋭化された形での市場経済観の形成へと繋がっていくこととなる。

（4）新古典派経済学
1870年代初頭に限界革命を興したオーストリア学派である、ウィーン大学の C．

メンガー77）、イギリスの W．S．ジェヴォンズ78）、ローザンヌ学派の M．E．L．ワル
ラス79）、またローザンヌに於いてワルラスの講座を受け継ぎ、ワルラスの一般均
衡理論を再構築した、V．パレート80）81）、限界革命の20年後の1890年代にイギリス
経済に於ける貧困問題解決に挑んだ、ケンブリッジ学派の A．マーシャル82）と、
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マーシャルの膝下で厚生経済学を創始し、1920年にピグー厚生経済学を完成させ
た A．C．ピグー83）、そして、1930年代初頭から1950年代後半にかけてロンドン学
派の L．C．ロビンズ84）、R．ヒックス85）、N．カルドア86）らが、ベンサム的功利主義
に基づく基数的効用概念の上に立つピグーの厚生経済学を批判的に継承し、功利
主義を止揚し、序数的効用概念を取り入れた新厚生経済学を構築していった。限
界革命以降、一般均衡理論、厚生経済学、新厚生経済学に至る一連の学派が新古
典派経済学派として87）隆盛を誇るところとなる。限界革命を提唱した W．S．ジェ
ボンズの思想的源流に J．ベンサムの功利主義がある。功利主義（utilitarianism）
にあっては、行為や制度の社会的望ましさ、即ち価値は、その結果として生じる
効用によって決定されるとする考え方が堅持され、かつ、各人の効用は比較可能
（個人別効用の可測性）と仮定される。ジェボンズは、財の交換を意思決定付け
る基準に効用最大化の原理を適用した。即ち、財の「交換」に於いて、効用と苦
痛は比較考量された末に、苦痛分を除く効用を最大化するべく、財・サービスの
選択が行われるとした。このような効用を基本に置いた価値概念は、需要側から
の価値決定論であり、供給側からの価値決定論である古典派の労働価値説とは大
きく異なる。また、メンガー、ジェボンズ、ワルラスは、基数的効用分析手法を
採用し、効用関数と限界効用の概念を駆使して財の交換と市場の理論を精緻化さ
せていった。のちに、パレート、ヒックスらの批判的展開を経て、基数的効用分
析に代わって序数的効用分析に至り、効用関数に代えて効用無差別曲線、限界効
用に代えて限界代替率の理論へと、昇華していった。限界革命の20年後には、ケ
ンブリッジ大学を拠点として、マーシャルが「経済学原理」を著し、価値判断を
免れた「経済人（homo economics）」を超えて、経済学を倫理的な諸力もまた考
慮すべき対象とする学問領域であるとして、イギリスの貧困問題解決に向けた処
方箋を彫琢すべく、理論の精緻化を進めた。以上の新古典派経済学の学説上の主
たる特徴点を列挙すれば、限界革命、一般均衡理論、厚生経済学と新厚生経済学、
功利主義的基数的効用理論、功利主義を止揚した序数的効用理論などの諸概念に
よって叙述される学派である。新古典派経済学の分析フレームワークの特徴点に
ついて列挙すれば、即ち、1）方法論的個人主義88）、2）主観的価値基準の独立
性、3）個人の経済的最適化行動、4）生産手段の私有性と可塑性、5）市場均
衡の安定性、6）時間概念の排除である89）90）。「方法論的個人主義」は、個々の経
済主体の行動の総和として経済全体の動きを説明しようとする方法である。新古
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典派にあっては、経済全体の動きは個々人の経済活動にまで分解して説明がなさ
れる。個人はある時に生産者、また別の時には消費者の形を取る。従って、新古
典派経済学に於いては企業や消費者団体といった、一定の規模を有しかつ合目的
的に活動する有機的な組織的形態というものが、分析そのものから排除されてい
る。では、個人の経済活動については、それを示すのが「主観的価値基準の独立
性」と「個人の経済的最適化行動」である。消費者としての個人は、他者とは全
く独立に自分自身が本性として保有する主観的価値基準と、予算制約に従って自
らの効用を最大化すべく、消費活動を行う。また、生産者としての個人は他者と
関わりを持たずに所有する生産諸要素と生産関数に従って、利潤を極大化すべく
行動する。生産者としての個人が具備するもう一つの経済活動要素に、「生産手
段の私有性と可塑性」がある。即ち、生産者である個人が生産活動に投入する生
産要素は、他者の利用を完全に排除した純粋な私有物とされる。このような生産
要素の生産活動への投入量は、その時々の市場条件に応じて自由に変えることが
でき、そのための追加的コストは一切かからないとされている。また、生産活動
に必要な生産要素は、常時、市場に於いて調達が可能であり、調達された生産要
素を投入して行われる生産活動に必要とされる時間はゼロとされている。「市場
均衡の安定性」は、新古典派経済学の最も重要な学術上の羊蹄の一つである。し
かも、この均衡はマーシャル的な部分均衡に限定されず、市場に参加する全ての
消費者・生産者が投入し、また購買する財・サービスに関する需要と供給の一致
に係る均衡、即ち、ワルラス的一般均衡の状態を指している。新古典派経済学に
於いては、全ての財・サービスについて需要と供給が等しくなるような市場価格
体系が存在し、しかも、需要と供給の乖離は直ちに価格の変動によって調整され、
需給を一致させる均衡価格体系が常に成立するという条件が満たされている91）。
「時間概念の排除」という点も、新古典派経済学の方法論上の著しい特徴である。
即ち、生産に於いては生産活動に投入される生産要素（主なものは労働と資本）
は、随時市場で調達が可能であり、生産自体も時間の経過を伴うことなく、瞬時
に生産物を産出することが暗黙のうちに前提されている。このような生産主体の
前提条件のもとでは、企業という組織体は生産要素の単なる集合体に過ぎず、合
目的的活動を行うひとつの有機的組織としての意味を持たない92）。また、新古典
派にあっては、投資行動を説明することができない。そもそも、投資という行動
は、固定的な生産要素の蓄積に関わるものであり93）、資本ストックの概念と密接
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に結びついている。新古典派経済学に於ける生産要素は、市場で随時調達可能な
ものであり、かつ、その規模はコストと時間を要することなく調整できるという、
フローの概念に過ぎない。

3．開発経済学の系譜

以上に概観したように、古典派、新古典派の経済思想の底流に流れる、所謂、
経済哲学的側面の一つに、自然法思想に裏打ちされた予定調和の世界観がある。
これは、財・サービスの需給は、市場の価格調節機能が円滑に働くことによって、
恒常的に均衡状態が保たれることを主張するものである。また、古典派、新古典
派にあっては、そのような自然法的予定調和に支配される市場機能によって、市
場均衡は常に安定的に保持されるとされてきた。また、新古典派に於ける生産者
は、生産要素を必要な時に必要なだけ市場から調達することが可能とされている。
かつ、当該生産要素の完全私有性と可塑性が前提されており、他者の利用を排除
した形で随時必要量を調整することができるもので、その際の調達コスト、調達
時間はゼロであると見做されてきた。消費者は、主観的価値基準に基づいて行動
する個人として鼎立され、他者の行動を一切顧みることなく、只管に自らの効用
のみを最大化するという行動原理のもとに、消費活動を行う主体と見做されてき
た。こうした世界観に基づく経済環境に息づく個人は、他者との相互依存関係か
ら完全に独立であって、当該個人を包摂する社会環境の歴史的、文化的、制度的、
構造的制約から全く自由な「経済人（homo economist）」として振る舞うことと
なる。また、市場における伸縮的な価格シグナルによる財・サービスの需給調整
プロセスに於いて、社会的、構造的、組織的制約に起因する種々の硬直性が、市
場機能に何らの影響を及ぼす余地はない。新古典派にあっては、歴史的時間と空
間的相互依存関係から解き放たれた個人としての「経済人」が、効用最大化と利
潤最大化を唯一の行動原理として、経済活動を営む世界が提示されている。この
ような世界観に立つ主流派の経済分析フレームワークに対して、開発途上国の分
析には到底馴染まないとの認識を出発点として、開発経済学へのパラダイムシフ
トが為されてきた。そもそも、開発途上国経済は市場機能そのものの熟度の低さ、
市場機能を支える制度の未整備、情報の不完全性、開発独裁に代表される公的主
体の強力な関与などに目を向ける必要があり、かつ幾多の社会的、制度的、構造
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的硬直性が経済を支配している事実をも考慮に入れて分析を進めなければならな
い。以下、主流派経済学に対峙する形で発展を遂げてきた開発経済学の学説史を、
主流派経済学の世界観と対比させながら、その特徴点を再確認する。開発経済学
の学説史について述べる上で、主として学説が形成されてきた時系列的系譜に
沿って、三つの学派に分類する議論がある94）95）96）。即ち、構造学派、従属学派そ
して新構造学派であり、小論ではこの学派分類に即して、それらの系譜を辿って
いく。

（1）構造学派（初期構造主義）
1960年代初頭の開発経済学黎明期を主導した研究者に、ECLA（ラテンアメリ

カ経済委員会）から UNCTAD（国連貿易開発会議）へと移籍した R．プレビッ
シュ、及びドイツの H．W．シンガーらを挙げることができる。プレビッシュらは
著名な主張である、一次産品・工業品の交易条件悪化仮説（プレビッシュ＝シン
ガー命題）97）98）と輸出ペシミズム論、及びそこからの政策的帰結である輸入代替
工業化論が口火となって、開発経済学の狼煙が上げられることとなる。プレビッ
シュが強調したのは、開発途上国と先進国との貿易政策についてであり、そこで
は古典派の比較生産費説に基づく二国間貿易において、開発途上国と先進国とで
リカード的な二国間経済厚生の向上と貿易利益は、開発途上国にはもたらされる
ことのないことを、プレビッシュは交易条件の趨勢的悪化傾向についての実証分
析を通して主張した。プレビッシュは、新古典派が説く貿易自由化政策を退け、
それに代わる形で開発途上国に対する保護貿易措置を始めとする、所謂、輸入代
替工業化政策の導入を主張した。交易条件悪化論の背景には、プレビッシュが抱
いていた独自の開発途上国観が横たわっている99）。プレビッシュは、先進国を、
工業製品を主要な輸出品目とする「中心（Center）」、開発途上国を、農業一次
産品を主要な輸出品目とする「周辺（Periphery）」と命名し、世界経済に二分法
的視点を導入した。加えて、周辺は中心によって植民地経済化を強要され、モノ
カルチュア産業に従事させられていた長い歴史的禍根に基づく制度的制約条件を
伴っていることを、プレビッシュは経済分析の念頭に置く。戦後、民族自決権と
経済的独立を勝ち取った周辺国は、中心国との貿易を通じて技術進歩を取り入れ
ていく。始め、これらの技術は農業一次産品輸出産業とその関連産業に浸透し、
やがて国内消費向け一次産品産業に波及する。その結果、当該一次産品産業部門
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での生産性が向上し、投入必要労働量が減り、余剰労働力の発生を見ることとな
る。ここで、工業部門の技術進歩が生産拡大を伴いながら、国内一次産品産業で
の余剰労働力を吸収することができなければ、一次産品産業部門で偽装失業が発
生し、賃金低下と中心国向けの輸出一次産品価格の下落を招来する。加えて、周
辺国に於いては中心国から輸入される工業製品に対する需要の所得弾力性は一次
産品のそれに比較して大きく、このことが輸入工業品の需要増とそれに伴う価格
引き上げ圧力を招く。こうして、周辺国の輸出一次産品の交易条件の悪化が引き
起こされる100）。プレビッシュの開発途上国観には、中心国に比して著しく後退し
ている生産技術水準と、国内消費向け一次産品部門における広範囲での遊休労働
力の存在が前提されており、それらは植民地経済という過去の歴史的禍根に根ざ
すものであるとの強い認識が伴われており、中心と周辺の二国間貿易分析に際し
ては、周辺の歴史的、制度的諸条件を考慮することの重要性が主張されている。
リカードを始めとする古典派やその後継学説である新古典派が提示した貿易理論
は、歴史的、制度的、構造的格差を有することのない、同質的な国際経済社会間
にのみ妥当する理論であり、このような理論は、現実の国際社会の中ではむしろ、
特殊ケースに当てはまるものであることを、プレビッシュは主張する101）。プレビッ
シュの中心＝周辺の二分法的アプローチは、この後、後述する従属学派に継承さ
れていき、より先鋭化されていく。加えて、このような独自のアプローチからの
開発途上国経済分析の政策的帰結としての輸入代替工業化政策102）103）は、ラテンア
メリカ諸国、アジア諸国に導入され、1960年代の開発経済学のエポックメーキン
グな隆盛を誇るところとなるが、周知の通り、この政策は成果に照らして概ね失
敗の評価を呈するところとなり、1970年代の新古典派の巻き返しを招来すること
となる104）。ところで、プレビッシュが提示した遊休労働力、及び、一次産品生産
に従事する農業部門と近代的工業部門などの二部門経済の考え方は、プレビッ
シュのほかにも、R．ヌルクセ、W．A．ルイスが提唱している。二部門経済は、開
発途上国が先進国経済のような均質的構造とは異なり、発展段階の異なる二重構
造を包含する経済として、農業部門と工業部門、伝統部門と近代部門、組織部門
と非組織部門などの名称で呼ばれている105）106）。経済開発論における労働移動モデ
ルを、二重構造仮説のもとに先駆をなしたのが W．A．ルイス107）であり、ルイス・
モデルの精緻化・総合化を図ったのが J．C．フェイ＆G．ラニス108）、さらに工業部
門における大量失業や貧困層にまで視点を拡大させた M．P．トダーロら109）が居る。
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ルイス・モデルに示された開発途上国の経済発展は、農業部門（伝統的部門）に
おいて未活用状態にある余剰労働力を工業部門（近代的部門）で活用し、工業部
門が拡大するべく資本蓄積を進めていくことで達成されるとする。ルイスは、経
済発展の中心課題を資本蓄積の進展にあると考え、そのためには貯蓄率を高める
必要があり、この貯蓄の源泉となる資本家の利潤を増やす必要があると考え
た110）111）。開発途上国の二部門経済に於ける経済発展の議論は、ほぼ時期を同じく
して R．ヌルクセによっても提示されている112）。R．ヌルクセは、貧困の悪循環論
と均整成長論の提唱者として著名な経済学者であるが、その主著113）では、開発途
上国に於けるルイス的二重構造を詳細に論じており、農業部門に於いて、ルイス
が余剰労働力と呼んだものを、「偽装失業者」と呼称した。ヌルクセの偽装失業
者は限界生産力がゼロであるような農業労働者として定義されている。偽装失業
者は生産性の向上には貢献していない労働者であるから、これを農業部門から排
除することは偽装失業者に対する農業部門からの所得分配の節約に寄与し、新た
な貯蓄源の創出をもたらすとしている。ヌルクセは偽装失業者を工業部門に動員
することで貯蓄を創出し、これを活用する形で資本の本源的蓄積を促し、消費財
生産を軸とする工業化を図る考え方を提唱している114）。ヌルクセは、上記の二重
構造論に加えて、「均整成長論」者としても著名である。これに対して、A．ハー
シュマン115）は「不均整成長論」と前方・後方連関論を唱え、ヌルクセの均整成長
論に異を唱えた。ハーシュマンに類似する成長戦略の考え方を示した論者には、
成長の極・発展の極の提唱者である F．ペルー116）117）が居る。オーストリア学派に
あって、初期には限界効用理論を提唱していたが、のちに開発途上国の開発戦略
の学説としてのビッグ・プッシュ論を提唱した、P．N．R．ロダン118）、開発途上国
の経済発展論に悲観的な論調を基調とした、軟性国家論、逆流効果論、累積的因
果関係論等、独自の分析視点を展開した C．G．ミュルダール119）120）121）122）、世界銀行
チーフ・エコノミストを務めた H．B．チェネリー123）は、Two-gap 説の中で、貯蓄
制約と外国為替制約の下での経済援助と多国籍企業による直接投資の容認論を提
唱した。構造学派の要諦は二重構造論であるが、これは国際的には中心国と周辺
国であり、国内的には近代的工業部門と伝統的農業部門であり、各々の社会・経
済構造は他方に対峙して異質であり、同一の経済分析的視点では包含し得ないと
する理論であった。構造学派は世界銀行にも影響を及ぼしていたが、ラテンアメ
リカ諸国での輸入代替工業化政策の行き詰まりと、1980年代に入ってからの累積
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債務問題をはじめとする途上国経済の破綻を契機として、主流派経済学の巻き返
しに席巻されるところとなる。

（2）従属学派
従属学派は、構造学派のうちの特にプレビッシュ＝シンガー命題に端を発する

輸出ペシミズム論の流れを受けて、1960年代以降に展開された。この学派は、ラ
テンアメリカを起点として生起しており、アメリカによる経済支配体制下での
キューバ革命を契機として、経済的自主独立の機運に醸成されて展開されてきた。
従属論の主たる論調は、プレビッシュの交易条件悪化論を踏まえ、これを不等価
交換論124）と呼称した上で、周辺国は国際貿易を介して中心国による不断の収奪と
搾取を受け、低開発に甘んじさせられていると主張する、ラディカルなものであ
る。そして、周辺国が世界資本主義のシステム内に留まっている限り、その経済
発展は先進国の資本蓄積に不可欠の条件としての従属的発展に過ぎず、自立的で
独立した民族主義的発展には結びつかないと断ずる。主な論者に、中枢・衛星論
を主軸に低開発発展論を提唱したドイツの A．G．フランク125）126）、「従属」の定義
を試みた、ブラジルの T．D．サントス127）128）、同じくブラジルの社会学者で、のち
にブラジル大統領となる F．E．カルドーゾ129）、同じくブラジルの企画開発相、文
化相を務め、ブラジル社会・経済の二重構造の元に「意思決定中枢」たる国家の
役割を重視した S．S．フルタード130）、従属論についての深耕を図った J．G．パル
マ131）、従属学派に根ざした構造主義者と称され、ECLA 理論をさらにラディカ
ルに押し進めたチリ大学の O．スンケル132）、周辺資本主義論を提唱し、A．G．フラ
ンクと並んでラディカルに従属理論を牽引したエジプト生まれのマルクス政治経
済学者の S．アミン133）、構造学派の交易条件悪化論をより先鋭化させて、不等価
交換論を論じたフランス系ギリシャ人の A．エマニュエル134）等の経済学者らに
よって唱えられた。従属理論の中心命題に沿う周辺国の生き残り戦略は、低開発
国の中心資本制経済諸国からの「デリンキング（delinking）」であった。すなわ
ち、開発途上国は先進国との一切の交易関係や従属関係を断ち切り、関係を持た
ない形を取らない限り、発展はあり得ないというものだった。この点に於いて、
中心国からの直接投資や経済援助を容認するプレビッシュら ECLA 学派を始め
とする構造学派とは完全に視点を異とする。従属学派は1980年代のアジア NIES
（当時のアジア NICs）の登場によって影響力が失われ、開発経済学の表舞台か
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らは姿を消していく。

（3）新構造学派
1970年代までの構造学派の過ちを容認しかつ刷新を図る事、及び、1980年代の

ラテンアメリカの累積債務問題への処方箋として提示された構造調整融資とワシ
ントンコンセンサスの破綻を契機として、市場主導型のネオリベラリズムに代替
する開発モデルを提示するという目的を持った、新構造学派が1980年代後半に台
頭した。主だった論者は、コロンビア蔵相を務め、国連、米国コロンビア大学に
も在籍した、J．A．オカンポ135）、チェネリーの Two-gap 説に「財政制約」を加え
た、Three-gap 説を提唱した L．テーラー136）、需要の所得弾力性の大きい財の輸
出が望ましいとする説を提唱した、ポストケインズ派のサールウォール137）、「開
発国家論」の立場から東アジアの経済成長が市場主導ではなく国家介入によって
実現されたことを提唱した A．H．アムスデン138）139）140）と R．ウェイド141）が挙げられ
る。

4．結び

16世紀イギリス絶対王政下での極端な国家統制経済の理論的支柱が、G．マリー
ンズ、T．マン、W．ペティらの重商主義であった。やがて、17世紀のイギリスで
国家干渉を退け自然の原理に即した自由市場主義を標榜する学説として、重農主
義が、そして古典派経済学が台頭するが、重農主義も古典派もその根底にある経
済哲学は、自然法思想に裏打ちされた予定調和の世界観であった。19世紀に入っ
て、古典派を彫琢する一連の学派として新古典派経済学が、主流派の表舞台に躍
り出る。新古典派の世界観は、古典派の予定調和的経済観を引き続き保持しなが
ら、方法論的個人主義に基づき、本来、経済主体の背後にあるべき歴史的文化的
制度的制約の全てを排除する視点を前面に押し出していく。一方、第二次大戦以
降、植民地経済から脱却した南側の開発途上国一般の社会経済の現状に対して、
新古典派を始めとする主流派の分析フレームワークが著しく説明能力を欠いてい
るとの認識の上に立った、新たな経済分析フレームワークとしての開発経済学が
台頭するところとなった。開発経済学に於ける途上国認識の要諦は、主流派が前
提とする同質的な社会経済環境に鋭く対峙した、所謂、二重構造論と、先進国と
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途上国双方の非対称性であり、かつ、途上国側に内包される歴史的社会的政治的
な制約条件であり、しかもそれらは優れて構造的要素を孕み、市場や価格機構に
関する種々の硬直性を生み出しているとする。社会経済条件について、先進国と
の比較に於いて著しい非対称性と硬直性が観察される開発途上国固有の条件は、
植民地統治の下で形成された制度的遺産によって支配されてきたとする考え方が、
近年、数多く台頭してきている142）。それらの多くは、開発途上国経済の分析視座
として、途上国の歴史的政治的社会的要素を体現した「制度」への着目の重要性
を示唆している。その一方で、「制度」をどのように捉え、経済的帰結との相互
依存関係或いは因果関係をどのように定式化するのかといった点において、方法
論上の困難が想定される。また、ドイツ歴史学派の流れを受け、制度分析を経済
分析の根幹に据えた学派に、制度派経済学派、そして、経営組織や取引費用の概
念から制度派経済学の再構築をおこなった新制度派経済学がある。これらの経済
学は主流派が提示する経済人の概念と価格機能に対峙して、人々の経済活動を支
える社会的規範や法的規則などの制度的側面を解明すべく、経済学の対象と方法
を拡張しようとするものである。このようなアプローチは、構造学派や従属学派
にも既に見られるものである。これらは、非均質的社会経済環境を個別に捉えて
いく分析フレームワークとして受容し得るものであり、今後、さらなる彫琢と展
開が俟たれるところである。

（註）

1）開発途上国の呼称について、国連、世界銀行を始めとする国際機関が種々の表現を適用し
ている。例えば、Underdeveloped Countries、Less Developed Countries、Developing Countries
がそうであり（United Nations の Country Classification の Web サイト
http://www.un.org/en/development/desa/policy/wesp/wesp_current/2014wesp_country_
classification.pdf）、また特別に開発が遅れた国のグループについては、Least Developed
Countries（後発開発途上国）という呼称までもが適用されている。我が国に於いても、1970
年代以前に用いられていた呼称には、後進国、低開発国が広く流布していたが、近年では開
発途上国、若しくは発展途上国という呼び方が一般的となってきている。

2）外交政策企画委員会「わが国の外交政策大綱」（昭和44年）は、極秘資料の扱いから秘密
指定解除になった文書であるが、その6頁以降に、「後進国」のターミノロジーが頻出して
いる。また、Ragner Nurkse の1953年の著作である，“Problems of Capital Formation in
Underdeveloped Countries”の、1955年の巌松堂出版から出された土屋六郎氏の邦訳版では、
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表題訳は「後進諸国の資本形成」とされている。
3）外務省「わが外交の近況（第10号）」昭和41年には、「低開発国」援助問題の記述が見える。
4）Oliver Franks (1960), ”The New International Balance: Challenge to the Western World”

Saturday Review
5）Raul Prebisch (1959), “Commercial Policy in the Underdeveloped Countries（吉野昌甫訳

（1961）、「低開発国における通商政策」、『アメリカーナ』、第7巻、第3号）”，The American
Economic Review, Vol. 49, No. 2, pp.251-273

6）Raul Prebisch (1962), “The Economic Development of Latin America and its Principal
Problems”, Economic Bulletin for Latin America, Vol.7, No.1

7）大原美範（1969）、「プレビッシュ理論とその盲点」、国際経済学会第27回研究報告会報告、
pp．150～158

8）大倉正雄（1992）、「重商主義研究の新局面」、経済学史学会年報、Vol. 30、No. 30、pp．
71～75

9）蔵谷哲也（2016）、「重商主義と称される包括的な概念」、四国大学紀要、（A）46、pp．61
～68、他、多数の学術論文に於いて、同様の指摘が見られる。

10）リチャード・ボニー（2002）、「重商主義時代のヨーロッパ財政史」、立教経済学研、第56
巻第2号、pp．127～152（2002年4月13日の立教大学におけるレスター大学のリチャード・
ボニー教授講演録の翻訳版）

11）平山健二郎（2004）、「16世紀価格革命論の検証」、関西学院大学經濟學論究、第58巻第3
号、pp．207～225、平山は、16世紀の大航海時代に置いて、中南米のスペイン植民地（ボリ
ビアのポトシ銀山など）からの金銀が大量にスペインに流入し、スペインから欧州各国に渡っ
た金銀が価格沸騰をもたらしたとされる説で、スペイン・サラマンカ学派のデ・ナバロ、A．
スミス、ヴィーベ、ハミルトンらによって命名されたことを紹介している。

12）白杉庄一郎（1954）、「名誉革命以後のイギリス重商主義」、滋賀大学彦根論叢、第21巻、
pp．20‐40、白杉は重商主義の時代区分について、大塚久雄『近代欧州経済史序説』の説を
批判的に紹介している。所謂、「大塚史学」に基づくイギリス重商主義は、名誉革命以後の
17世紀に限定され、そこでは毛織物マニュファクチュアから発展しつつあった初期産業資本
が、国家的産業保護を受けながら工業的重商主義を展開しており、名誉革命以前の商業資本
が跳梁跋扈していた商人的重商主義とは区別されるとしている。

13）岩松繁俊（1959）、「スミス賃金論の学史的意義」、経営と経済、第38巻、第4号、pp．25
～76、岩松は、大塚久雄、小林昇等の著作を引用しながら、イギリス重商主義の史的区分に
ついて議論しているが、岩松は小林昇の『経済学史研究序説』を引用しつつ、重商主義の一
般的抽象的定義として、「近代絶対主義諸国家の形成期からイギリス産業革命の開始までの
間（中略）ヨーロッパ諸国を支配した経済政策・思想・理論の総称」とし、マックス・ウェー
バーの所説を引用しながら、名誉革命以前の父権的商業資本的重商主義と、以後の保護主義
的産業資本的重商主義の区分を行なっている。前者は、ブリオニズム（重金主義）に拠って
いたジェラルド・マリーンズ、一般的貿易差額説を唱えていたトーマス・マンらが含まれた
絶対主義王政期の商業資本が隆盛を誇っていた重商主義であり、後期は近代的産業資本と抱
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合した近代的地主貴族と産業資本階級政党であるホイッグ党が主導する保護主義的重商主義
（議会主義的重商主義）であった。岩松は、我が国の学説史学会に於いて、名誉革命以後の
重商主義を以って、小林昇によって「固有の重商主義」と命名されているとする説を紹介し
ている。

14）相見志郎（1949）、「重金主義についての一考察」、同志社大学経済学論叢、第1巻第1号、
pp．292～312、相見は、初期重商主義と後期重商主義を学説に応じてどのように区分するか
については、様々な意見があり定説が確立されているわけではないことを述べている。例え
ば、マルクスは「重金主義」を所謂「重商主義」と区別しており、ローゼンベルグは「初期
重商主義者の思想は貨幣バランスの理論で所謂、重金主義であり、後期重商主義者の思想は
貿易バランスの理論であり、所謂、本来の意義における重商主義体系」としており、R．ロー
ヴァーは重金主義という概念を排し、トーマス・マンも含めて初期重商主義に一括しようと
する見解を示していることを指摘する。また、スミスは「重商主義（Marcantile System）」
というターミノロジーを創始したが、所謂「重金主義（Bullionism）」という言葉は使用し
ていない。相見は重金主義というターミノロジーの創始者はリチャード・ジョーンズ
（Richard Jones）であり、のちにセリグマン（Seligman）が採用したと指摘する。

15）飯沼博一（1965）、「貿易理論上に於ける Sir・ジェエムスステュアートの貿易差額説に関
する若干の考察」、明治大学大学院紀要、第2巻、pp．163～172

16）飯沼博一（1965）、「貿易自由化理論の若干の考察－主に貨幣数量説を中心として－」、明
治大学大学院紀要、第3巻、pp．313～324

17）相見志郎（1949）op.cit.、相見は取引差額主義に基づく諸政策は、重金主義的政策に酷似
していることを指摘する。即ち、重金主義は蓄蔵された貨幣・地金の海外流出を徹底的に規
制した、強力な政府干渉主義的貿易政策と言えるが、その具体的な政策項目は、1）奢侈品
の輸入制限、2）検査官を配備しての地金の輸出監視と統制、3）造幣局・貨幣鋳造所の整
備、4）輸出品販売によって受領した貨幣を国内産品の購買することを規定した「使用条例」
の発布、5）人為的公定為替レート適用の義務付け（王立両替所での外貨の両替）である。

18）相見志郎（1949）op.cit.
19）Gerald de Malynes (1601), “A Treatise of the Canker of England’s Commonwealth”
20）Thomas Mun (1664), “England’s treasure by forraign (foreign) trade（渡辺源次郎訳（1965）

『外国貿易によるイングランドの財宝』、東京大学出版会）”
21）Charles D’avenant (1699), “An Essay upon the Probable Methods of Making a People Gainers

in the Balance of Trade”, Political and Commercial Works, Vol.ll
22）Edward Misselden (1622), ”Free Trade, or the Meanes to make Trade Flourish”, London
23）小林通（2013）、「国際貸借論をめぐる諸学説」、政経研究、第49巻、第3号、pp．823～842、

小林に拠れば、重金主義者としてのマリーンズは、貿易に於いて国内商品を販売する以上に、
外国商品を購入してはならないと考えていた。加えてマリーンズは、国富の削減要因として、
1）国外への貨幣・地金の流出、2）国内商品の極度の廉価販売、3）外国商品の極度の高
価購入をあげ、地金や貨幣が国外に流出することが国富の減少を意味すると断じたとしてい
る。
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24）渡辺早智子（1957）、「十七世紀初期の英国重商主義者と自動調節機構の原理」、神戸女学
院大学論集、第3巻、第3号、pp．93～123、渡辺に拠れば、マリーンズはマン同様、貨幣
数量説に沿った考えを示している。即ち、一国内の貨幣量の減少は国内物価の下落を招致し、
従って自国製品の輸出価格の下落をもたらす。さらに輸出価格と貿易バランスの見方につい
ては、輸出価格の下落は貿易収入の減少（価格が下がっても輸出量は不変であるから、価格
の下落分だけ輸出額が減少）、輸入価格の相対的騰貴と結果としての入超、従って国内の貨
幣・地金の減少をもたらすと考えている。この考えの背景には、17世紀に於いてイギリスの
主要輸出品であった毛織物がほぼ無競争状態を享受しており、他国需要の価格弾力性がほと
んど観察し得なかったという事情にあるとの説が示されている。また、渡辺はマリーンズは
輸出入価格、即ち交易条件を自国に有利に人為的に設定すべく、為替相場を国家的統制下に
置くことを提唱したとしている。

25）堀江英一（1942）、「トーマス・マンの重商主義思想」、京都帝国大学経済学会経済論叢、
第54巻第2号、pp．103～115、堀江は、東インド会社の役員であった T．マンは、その主著
の中で、交易を通じて富を得るための条件として次の重商主義思想を提示したとしている。
即ち、1）国内消費を減らして輸出に振り向けるための財の増大を図る、2）国内天然資源
の有効利用による輸入削減を図る、3）輸入原材料を使用して国内生産財に対する輸出関税
削減を図る、4）需要変動の小さい財を輸出に振り向けること、等を主張した。

26）渡辺早智子（1957）op. cit.、渡辺はマンもマリーンズ同様、貨幣量と物価との関係を貨幣
数量説の文脈のもとに捉えていたと指摘する。但し、国内物価＝輸出価格と貿易バランスの
関係については、マリーンズが輸出価格の低下は直ちに貿易収支の悪化に繋がるとしていた
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